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建築費の動向について

1

学校・体育館ともにRC造（鉄筋コンクリート）は上昇しています
2015年の建築費指数を100とする「一般社団法人 建設物価調査会」のデータによると、建築費
指数は直近の2024年1月時点で131となっています。当初計画時の2021年付近は107となってい
ます。特に2022年から建築資材、人件費、電力料金の上昇を背景に急騰しています。

学校RC 体育館RC
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出典：建設物価 建築費指数



学校建設費の比較

2

物価高騰と法面保護費の追加により、当初計画時から大幅に建設費が上昇しました
令和３年度と令和５年度を比較し、建設費は総額で12億円の増額となっています。
建設資材・人件費の高騰に加え、法面補強費用が要因となっています。その結果、建設コストは
約1.46倍に上昇しています。
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建設コストが1.46倍



財政の耐久性について

3

財政健全度が悪化しており、財政が学校建設に耐えられるか懸念があります
財政の健全度を示す指標として「実質公債費比率」と「将来負担比率」があります。
緊急財政改善計画でも説明させていただきましたが、本町の財政健全化比率は悪化しています。
建設費38億円に対して、可能な限り地方債を発行して約31億円を調達した場合、
実質公債費比率は10％前後、将来負担比率は100％前後になることが想定されます。

実質公債費比率 将来負担比率
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歳入面における自主財源の減少

4

歳入面においては自主財源の減少に直面しています
緊急財政改善計画でも説明していますが、10年前の平成25年との比較で自主財源の比率は6.9%
低下しています。
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歳出の硬直化

5

歳出については「歳出の硬直化」に直面しています
緊急財政改善計画でも説明していますが、10年前の平成25年との比較で義務的経費の比率は
2.2%上昇しています。
削減が難しい義務的経費の上昇は、必ず支出しなければいけない経費が多く占めているため、独
自の政策に使えるお金が減っていることを意味しています。
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整理すべき事項への対応

6

現時点において、学校建設における整理すべき事項として以下の2点が挙げられます。

❶建設コスト高騰への対応
建設コストについては「物価・人件費高騰」と「法面保護」による追加費用が
必要となりました。建設コストが大幅に増加していることや安全性についても
よく検証する必要があります。

❷財政面の整理すべき事項
財政面については、当初の予定から建設費が大幅に上昇していることに対応するため、
地方債を増額せざる得ない状況にあります。多額の借入となるため、財政の健全性が
危ぶまれる懸念があります。財政面についても、よく検証する必要があります。

学校建設の課題解決のため、公共施設再配置計画や財政面も考慮し、現在の置かれている状況を
整理するため、1年程度の整理期間をいただきたいと考えています。
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 ■新南知多中学校（旧豊浜中学校跡地）建設について            
１．R4 年度 基本構想・基本計画策定業務（抜粋）                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                           

                                                      

 

 

 

   問題点  1.物価の高騰により事業費が当初計画より増加している。（右欄上部） 

       2.地質調査（簡易）の結果、法面保護対策が必要である。 

 

２．R5 年度法面対策検討業務（抜粋）                                    

令和４年度基本構想・基本計画の結果を受け、法面保護対策の必要性及び工法・事業費を追加検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．当初計画との比較                                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※基本計画時の単価、金額には諸経費分を含む。 

 

１．当初計画に比べ事業費が 1.46 倍となっている。（ただし、建築面積等を考慮しない） 

   

４．当初計画時のスケジュール                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．本計画に係る課題の整理                                        

  

１． 当初計画のスケジュールに対し法面保護対策工事が必要となったため、開校までのスケジュールの見直しが 

必要となります。 

２．生徒の安全を第一に施設の建設を目指します。 

３．工事費の圧縮対策について 

    法面保護対策については、県事業として施工できないか協議していきます。 

     校舎建築工事については施工方法（DB 方式等）の検討により工事費の縮減に努めます。 

４．施設について 

    施設規模・内容については、将来を見越した計画とします。 

 ５．公共施設再配置計画や町財政を考慮し、無理のない学校建設を目指します。 

法面工事業費

対策工概要 延⾧（ｍ） 事業費(千円）

受圧板工＋鉄筋挿入工 66 102,625

グラウンドアンカー工+鋼製受圧板工 78 133,573

上段 鉄筋挿入工＋受圧板工（＋植生マット工） 86 127,501

中段 鉄筋挿入工＋受圧板工（＋植生マット工） 100 70,040

330 433,739

検討断面

断面ー１

断面ー２

断面ー３

計

建設費等比較

規模(㎡） 単価（千円） 金額（千円） 規模(㎡） 単価（千円） 金額（千円） 単価比較 金額比較
設計 基本・実施設計 １式 100,000 110,000 1.10
校舎 RC造一部Ｓ造 4,623 350 1,620,000 3,800 502 1,910,700 1.43 1.18
体育館 RC造一部Ｓ造 1,685 370 620,000 1,400 668 935,700 1.81 1.51
外構 1式 120,000 158,600 1.32
小計 2,460,000 3,115,000 1.27
法面保護 設計委託 １式 42,000

工事費 1,500 433,000
小計 475,000
既設校舎取壊し 設計委託 １式 10,000

RC造 6,200 22 140,000 6,200 30 200,000 1.36 1.43
小計 140,000 210,000 1.50

計 2,600,000 3,800,000 1.46

施設等名称 構造等
当初計画時 基本計画時 備　　考


